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7. セキュリティ及び個人情報の適正な取扱いの確保 

「京都府官民データ活用推進計画（仮称）」の構成案 

官民データ活用推進基本法及び国の基本計画等を踏まえた基本的な方針
に加え「AI・IoT等の最新のデジタル技術の活用」を追加 
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「現状及び課題・目的」について 

 京都府官民データ活用推進計画（仮称）を通じて、地域のデジタル・トランスフォーメーションの実現に向け、デジタル
デバイドによる情報格差を生むことの無いよう、社会的弱者も含めた全ての府民がデジタル化による恩恵を受けることが
出来る府民サービスの創出とそのための業務改革を推進する。 

デジタル化時代における行政サービス提供のため
の業務改革を推進 
 

2040問題・人口減少社会を見据えた行政の確立 
 

“府民の視点に立った自治体デジタル・トランスフォーメーション” 

住民サービスの向上 
 
 

多様な主体との連携 事務効率の向上 
 
 

AI・IoT等の活用 

標準 
ひな形 

ECサイトのような入力によるシ
ンプルな申請の実現 

標準化と簡素化による 
効率的な手続き事務の実現 

最新の情報技術の活用を 
多様な主体と連携して実現 

最新の情報技術の活用による 
生産性・付加価値の向上、

EBPMの推進 

全ての府民がデジタル化の恩恵を受けることがで
きる行政サービスの提供を実現 
 

人口減少・ 
少子高齢社会 

スマート社会 
の進展 

課題とチャンス 
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京都府総合計画 
「20年後に実現したい京都府の将来像」 

～一人ひとりの夢や希望が全ての地域で
実現できる京都府をめざして～ 

• 人とコミュニティを大切にする共生の京都府 

• 文化の力で新たな価値を創造する京都府 

• 豊かな産業を守り創造する京都府 

• 環境にやさしく安心・安全な京都府 

 

行財政改革プラン（2019～2023年度） 

「府民サービスの質の一層の向上を目指した行財政
改革の推進」 

【取組みの視点・展開方向】 

1.持続可能な財政構造の確立 

2.現場主義貫徹に向けた組織改革と人材育成 
• 組織の新陳代謝や業務プロセスの改革 

• 労働力人口の減少による職員数確保困難を見据えた執行体制 

• 定型的な業務へのAI・RPA・IoT活用と企画・府民対応・現場対応に必要な業務へ
の人材シフト 

• 最新のICTを活用した情報共有を進め、課題に柔軟に対応可能な執行体制 

• 職員の能力のパワーアップ 

• 高齢職員の有する経験、技術、ノウハウなどを中堅・若手職員の円滑な継承 

3.時代に即した府民サービスの提供 
• 府民、ＮＰＯ、大学、企業等の様々な知恵を集めた連携・協働 

• オープンデータ化・データに基づく施策立案の推進 
• ICTを活用した行政情報の提供等による府民サービスの向上 

「京都府官民データ活用推進計画（仮称）」の位置づけ 

将来像を実現するための基本計画
「概ね４年間で取り組む方策」に 
各分野におけるAI・IoT等を活用
した事業を記載 

上位計画に規定された方向性・施策の推進に関する計画として位置付ける 
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AI・IoT活用 

推進会議 

有識者

会議 

各部局 

京都府各部局 
施策立案・推進 

産官公連携による課題解決プラットフォーム 

計画が着実に推進されるよう、「京都府新総合計画」及び「行財政改革プラン」に
おけるPDCAサイクルと連携しながら、各施策の進捗状況を管理し、効果を適切に
評価・分析していく 

京都府総合計画 

行財政改革プラン 

PDCAサイクルの連携 

「京都府官民データ活用推進計画」の推進体制 

京都府におけるデジタル技
術を活用した課題解決の推
進に必要な指導及び助言 

京都府官民データ活用推進計画(仮称) 
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「官民データ活用の推進に関する施策の基本的な方針」について 

「AI・IoT等の最新のデジタル技術の活用」に加え、官民データ活用推進基本法におい
て地方公共団体が取り組むべき基本的施策として規定されている事項を記載する 

① AI・IoT等の最新のデジタル技術の活用（府独自事項） 
京都府総合計画（仮称）及び行財政改革プランに規定された方向性・施策を推進するため、最新のデジタル技術を積極的に活用し、データに
基づく政策立案（EBPM）、行政サービス・業務のデジタル化に取り組む。 

② 手続における情報通信技術の利用等（オンライン化原則、第10条第1項） 
「すぐ使える」「簡単」「便利」な行政サービスを実現するため、従来の紙文化から脱却した行政手続等におけるオンライン化の原則、それに伴う情
報システム改革・業務の見直し（BPR）、住民や職員等の利用者側におけるオンライン化利用を促進する。 

③ 官民データの容易な利用等（オープンデータの推進、第11条第1項） 
全国に先駆けてすべての市町村がオープンデータ公開を達成した成果を活かし、官民データを様々な主体が容易に活用できるようにするため、政
府「オープンデータ基本指針」等を踏まえ、府民との協働、市町村との連携、京都ビッグデータ活用プラットフォームにおける産学公プラットフォームに
よるオール京都での、データのさらなるオープンデータ化と利活用を推進する。 

④ 個人番号カードの普及及び利用（第13条） 
マイキープラットフォームの活用など行政サービスにおける個人番号カードの利用促進に取り組み、市町村の取組と連携して、行政の事務負担の
軽減及び住民の利便性向上を図る。 

⑤ 利用の機会等の格差の是正（第14条） 
最新のデジタル技術を活用したサービスの開発及び提供にあっては、それによって、地理的な制約、年齢、身体的な条件その他の要因に基づく情
報通信技術の利用の機会、活用のための能力における格差の是正を図られるよう取り組む。 

⑥ 情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等 
クラウド化の促進によるサービスの高度化・運用経費削減の両立、セキュリティ水準の向上、災害時における業務継続性の確保を図るとともに、デ
ジタル化改革を推進し多様な主体との連携による地域課題の解決をするための基盤を構築する上で不可欠な各種データの標準化・官民での
データ流通を促進する。 6 



「官民データ活用の推進に係る個別施策」について 

京都府新総合計画・行財政改革プランに基づく「基本的な方針」に即して、KPI（Key 
Performance Indicator：重要業績評価指標）・スケジュール等を記載 
※計画対象期間は、京都府総合計画・基本計画に合わせた2020～2023年度（4年間） 

基本的な方針 主な個別施策案 

① AI・IoT等の最新のデジタル技術の活用 
• スマートX(防災・モビリティ・農業・セキュリティ・行政サービス等） 
• ５G整備・活用、ロボット技術、文化財保存・活用促進、VR・AR

拠点形成 

② 手続における情報通信技術の利用等 
• キャッシュレス・シェアリングエコノミーの活用 
• SNS・Web等の活用による府民とのコミュニケーション基盤の構築 

③ 官民データの容易な利用等 • 京都ビッグデータ活用プラットフォーム 

④ 個人番号カードの普及及び利用 • マイキープラットフォームを活用した地域振興 

⑤ 利用の機会等の格差の是正 

• SNS・Web等の活用による府民とのコミュニケーション基盤の構築
（再掲） 

• Webアクセシビリティ確保 
• プログラミング教育・地域人材の育成 

⑥ 情報システムに係る規格の整備及び互換
性の確保等 

• 次期の自治体情報セキュリティクラウド・市町村共同化の検討 
• 情報システム・保有データの標準化の推進 
• 情報システムの全体最適化・業務継続計画の策定 7 



個別施策 ① AI・IoT等の最新のデジタル技術の活用（意見聴取テーマから） 
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テーマ 内容 

① スマート防災  総合防災情報システムの構築に向け、AI・IoT等を活用した災害情報の共有や被害予測、救援・援助
物資情報の仕分け、府民への情報伝達等、防災対策の高度化（スマート防災）の推進 

 スマート防災をパイロットケースとして、各種GISデータ・水位計データ・施設情報・都市計画デー
タ等インフラ情報の高度利活用のための庁内横断的なデータアーキテクチャーを整備 

② スマートモビリティ  MaaSなど、新たなモビリティサービスの導入により、利用者ニーズに即したシームレスな移動を生
み出すとともに、持続可能な地域交通の確立 

③ スマートセキュリティ  犯罪や交通事故の発生を抑止するため、先端技術を活用した多角的な分析に基づく地域における声か
けや道路交通環境整備などソフト・ハード両面での対策の融合による効果的な防止対策を推進 

④ スマートアグリ  産学公が連携して、京都府域の各地の実情に応じたＡＩやＩｏＴによるセンシングデータに基づく農
業の取組を本格化 

⑤ スマート自治体行政  行政の様々な分野における業務プロセスについて、標準的かつ効率的な業務プロセスを構築するとと
もに、ＡＩ・ロボティクスによる事務処理を推進 

 デジタル手続法への対応やマイキープラットフォームなど、行政手続のデジタル化とデータ連携によ
る府民サービス向上を推進 

⑥ 産業振興・ベンチャー育成  京都ビッグデータ活用プラットフォームによる産学公民連携の取組や「企業の森・産学の森」事業等
の各種商工施策を活用した様々な分野での課題解決プロジェクト組成と事業化の推進 

 内閣府「スタートアップ・エコシステム形成拠点」採択に向けた取組 



主なテーマ 
【新総合計画における分野】 

内容 

スマートスクールの推進 
【夢を実現する教育】 

• ICT環境を整備し、プログラミング教育をはじめICTを活用した学習活動を充実することにより、新し
い学びの基盤としての情報活用能力の育成を図り、「主体的・対話的で深い学び」や「一人ひとりの
能力や特性に応じた学び」を実現します。 

• 特別支援学校におけるICT環境を整備し、社会的自立や企業就労につながる情報活用能力を育成します。 

• Webによる研修動画を活用した講座を開設し、勤務校での受講や育児休業中の教員等が自宅で受講で
きる動画配信システムを充実します。 

• 教員が授業や研修でICTを活用できるよう環境を整備するなど、効果的・効率的に教員の資質能力向上
を図る取組を進めます。 

ビッグデータなどの分析による健
康課題の克服 
【安心できる健康・医療と人生
100年時代】 
【安心できる介護・福祉の実現】 

• 「地域別健康課題克服プロジェクト」を創設し、３大生活習慣病等を減少させるため、検診データや
レセプトデータ等のビッグデータなどから地域の健康課題や個人の健康阻害要因を明らかにし、健康
づくりから安心できる医療提供体制の構築まで、市町村等とともに対策を講じます。 

• 健康無関心層に対して、IoT等を活用した食や運動の環境を整備し、健康づくりを支援します。 

• 介護給付・要介護認定データ等を専門的な観点から分析・検証し、その結果を市町村に提供するとと
もに、データ分析に係る研修会や助言を行うことにより、地域の課題に対応した自立支援・重度化防
止に資する介護保険サービスが提供できるよう支援します。 

観光交流と地域社会の共生 
【魅力ある観光】 

• 観光関連ビッグデータや公的統計、民間調査等を総合的に調査・分析するとともに、明確なターゲ
ティングとニーズ把握の下、DMO等と連携した国内外へのプロモーションを強化します。 

ＡＩ・ＩｏＴ活用による雇用確
保・就業支援 
【雇用の安定・確保と人材育成】 

• 高度人材の確保に向け、ＡＩやＩｏＴの活用等により、「京都お仕事マッチング診断ジョブこねっと
（ジョブこねっと）」に登録された求職者に対して、企業から積極的にアプローチするなど、マッチ
ング機能を強化します。 

個別施策 ① AI・IoT等の最新のデジタル技術の活用（計画・プラン記載事項） 

※他、各分野において記載あり 
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行財政改革プラン記載：SNSを活用した情報提供や相談対応など多様な形で府民との交流を進め、施策の実効性を高める 

 京都府総合計画記載の関連施策 内容 

結婚や子育てに関する支援制度等の発信 
若者向けの「ライフデザインカレッジ」を創設し、SNS等を活用し、結婚や子育てに関する
支援制度等を発信する 

「きょうと婚活応援センター」登録会員に対す
るSNSを活用した情報提供 

「きょうと婚活応援センター」に婚活情報を集約し、登録会員に対してSNSを活用した情報
提供を行うなど、情報拠点としての体制を構築する。 

いじめ・不登校への早期対応 
SNSを活用した相談体制の調査研究を進めるとともに、２４時間対応の電話相談や「ネット
いじめ通報サイト」など、民間企業と連携したインターネット監視等を実施します。 

ねんりんピックの広報 
高齢者の全国大会である「ねんりんピック」の府内予選会の状況等をSNS等を活用して広く
府民に広報し、高齢者スポーツの裾野を拡大します。 

自殺相談窓口の設置 
SNSを活用した自殺相談窓口の設置や、学校と連携した自殺予防教育・出前授業など、若者
向けの対策を進めます。 

隣保館におけるSNS活用 
隣保館において、地元NPO等との連携やSNS等の活用などによる、一層利用しやすい相談
体制等の整備など、身近な人権施策の拠点としての機能の充実を支援します。 

マーケティングに基づく観光誘客活動 
SNSやWeb広告等のデジタル媒体を活用し、「旅マエ」・「旅ナカ」・「旅アト」の旅行
シーン別のアプローチを強化します。 

「もうひとつの京都」における情報発信力強化 
世界中の観光客から「目的地」として選ばれるよう、多言語による魅力的なホームページや
SNS等の活用により情報発信力を強化します。 

SNS・Web等の活用による府民とのコミュニケーション基盤の構築  
• 府民一人ひとりにあった情報提供やデジタルデバイドを生まないインターフェース 
• 府民が安心して利用できるサービスとして、セキュリティ確保など個人情報保護に関する統一的対応 
→ 政府「サービスデザイン実践ガイドブック」や等も活用し、部局横断でのSNS等の活用方法・施策の検討を進める 

個別施策について ②手続における情報通信技術の利用等、④利用の機会等の格差の是正 
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個別施策について ～その他、国施策・他府県計画等で盛り込まれている例～ 

基本的な方針 個別施策例 

① AI・IoT等の最新のデジタル技術の活用 
• スマートインフラ（公共施設管理）、i-Constructionへの対応 
• フィンテック、ブロックチェーンへの対応・研究 

② 手続における情報通信技術の利用等 
• 自動車保有関係手続きのワンストップサービス化 
• 預貯金等照会業務の効率化 

③ 官民データの容易な利用等 
• デジタル人材の育成・登用 
• 情報サービス産業の振興、中小企業のＩＴ導入支援 
• 非識別加工情報の提供の仕組みの対応検討 

④ 個人番号カードの普及及び利用 • マイナンバーカードの企業等一括申請による取得促進 

⑤ 利用の機会等の格差の是正 
• 歩行者移動支援の普及・ユニバーサルデザイン社会の構築 
• デジタルアーカイブと地域情報発信・継承 

⑥ 情報システムに係る規格の整備及び 
互換性の確保等 

• システム構築における民間サービス利用の促進 

関係部局へ意見照会し対応を検討 
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参考資料 
政府におけるデジタルガバメントの取組 
～IT新戦略関係（内閣官房資料）～ 
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出典：「グランドデザインの検討状況について」 
（政府IT総合戦略本部・第８回新戦略推進専門調査会 デジタル・ガバメント分科会・第３４回各府省情報化専任審議官等連絡会議合同会議、令和元年9月12日） 
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